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太陽光・風力発電の立地影響を考慮した 2040・50 年のエネルギーミックス分析 
Energy Mix in 2040 and 2050 Considering Spatial Impact of Solar and Wind Power Generation 

 

尾 羽 秀 晃 ＊ 

                Hideaki  Obane 

 

１．背景 

 2050 年までにカーボンニュートラルを達成するという

目標に向けて，再生可能エネルギーなどの様々なエネルギ

ー技術を活用し，費用対効果の高い手段によって，エネル

ギー需給構造の転換を図ることが求められる．これまで，

エネルギーシステムモデルを用いた長期エネルギー需給に

関わる分析が多数行われており，政策審議会においても

様々な機関によるシナリオ分析の結果が示されてきた．例

えば，2021 年 6 月の基本政策分科会（第 44 回会合）にお

いては，計 6 の機関が 2050 年を対象としたエネルギーシ

ナリオの分析結果を示している． 

これまでのシナリオ分析からは，カーボンニュートラル

の達成に向けては太陽光発電と風力発電の大量導入が必要

となることが示唆されている．しかし，近年では太陽光発

電が森林に設置される事例も増加しており，地域条例によ

って自然環境に影響を与える場所への設置が規制される動

きにある．また，洋上風力発電についても，水深が浅い海

域を中心に建設計画が進められてきたが，今後洋上風力発

電の導入が進む場合には，水深が深い場所などのより事業

性が悪い海域にまで風車を設置せざるを得なくなることが

予想される．そのため，長期エネルギー需給に関わるシナ

リオを検討する上では，太陽光発電や風力発電の大量導入

に伴う立地場所の変化の影響を考慮することが求められる． 

本試算では，我が国における太陽光発電と風力発電の立

地制約や大量導入に伴う立地場所の変化を考慮した上で，

技術選択モデルを用いることによってエネルギーシステム

全体におけるエネルギー技術の導入量の評価を行った．こ

れにより 2040 年および 2050 年に向けた長期エネルギー需

給シナリオを明示する． 

２．技術選択モデル 

本試算で用いる技術選択モデルは，大槻他によって構築

された線形計画モデル（NE_Japan モデル）を基にしたもの

である 1) - 3)．同モデルは，各エネルギー技術の資本費や燃

料費などを入力値とし，線形計画法に基づき，エネルギー

システム全体における費用が最小となるエネルギー技術の

導入量などを出力する．選択の対象とする技術は発電，エ

ネルギー転換，産業，運輸，家庭，業務の各部門における

約 300 の技術とし，一次エネルギー供給からエネルギー転

換，二次エネルギー，地域間輸送，最終消費までをフロー

化している（図 1）． 

本モデルでは，k 個の技術に関わる費用の合計をエネル

ギーシステム費用とし，式(1)に示す目的関数によって割引

後の累積コストの最小化が行われる．エネルギーシステム

費用には，式(2)で示されるように需要側と供給側設備それ

ぞれの資本費及び運転維持費と，エネルギー調達費用（一

次エネルギーの輸入または国内生産と，二次エネルギーの

輸入）が含まれる．資本費は式(3), (4)の通り設備利用年数

にわたり年価換算している．分析期間は 2022～75 年であ

り，代表年 YRy として 2022 年，30 年，40 年，50 年，65 

年, 75 年の 6 時点の需給を計算する． 
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ここで，DR は時間割引率（5％），YR2y は= YRy+1-1，Y は

時点の集合，ivcy は時点 y の資本費（単位：円/年），focy は

時点 y の固定運転維持費（円/年），vocy は時点 y の変動運

転維持費（円/年），flcy は時点 y のエネルギー調達費（円/

年），ACk,y は時点 y における技術 k の年価換算の資本費（円

/kW/年），Ck,y は時点 y における技術 k の資本費（円/kW），

LMk,y, y は技術 k の設備残存を示す定数（時点 y’にて導入

された設備が時点 y において寿命を迎えていれば 0，残存

していれば 1），LIFEk は技術 k の設備寿命（年），HR は投

資の主観的割引率である． 

エネルギーサービス需要（以下，サービス需要）は，産

業（鉄鋼，化学，セメント，紙・パルプ，データセンター，
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半導体工場，その他産業），運輸（旅客，貨物），家庭（照

明，冷房，暖房，厨房），業務（照明，冷房，暖房，厨房）

を対象に計 39 とした．モデル内では，各部門の中でサービ

ス需要をさらに細分しており，例えば運輸（旅客）では，

旅客自動車，バス，船舶，鉄道，航空機の 5 種類に細分し

ている．  

電力需要や熱需要については，各サービス需要を満たす

ために選択された各技術の導入量により内生的に決定され

る．例えば，普通自動車輸送において電気自動車が選択さ

れた場合においては，それに応じてモデル内で電力需要が

増大することとしている． 

本試算で用いる技術選択モデルの特徴として，時間解像

度を 8760 時間，日本国内の地域を 5 分割（北海道，東北，

東京，西日本，九州・沖縄）としており，時間解像度と空

間解像度をともに細分していることが挙げられる．これに

よって，太陽光発電や風力発電の時間変動性や地域間連系

線の制約をより詳細に考慮することができるため，蓄電池

や変動性再生可能エネルギーの導入量をより精緻に評価す

ることが可能である． 

また，導入が進むにつれて立地場所が変化することが予

想される太陽光発電と風力発電については，地域の条例レ

ビューに基づいて，地域条例による規制の影響を受けにく

い場所に設置するとした．また，導入量の増大に伴って，

発電コストが高い場所に立地されるため，日射量や風況条

件，水深などの立地条件に応じた設置場所のグレード分け

を行った． 

 

 
図 1 技術選択モデルにおけるエネルギーシステム 

 

３．主要前提条件 

3.1 シナリオ設定 

エネルギー起源 CO2 排出量が，2040 年に 2013 年比で

73%削減（333Mt–CO2），2050 年に正味で 0 Mt–CO2 となる

制約の下，立地条件や各技術の技術進展度合いなどに応じ

た 4 種類のシナリオを設定した（表 1）． 

(1) 再エネ拡大ケースは，営農型太陽光発電を全ての農

地に可能な限り設置可能とするなど再生可能エネギーを最

大限活用するケース，(2) 水素拡大ケースは，海外からのグ

リーン水素の調達費用やキャリア製造設備のコスト低減に

よって，水素エネルギーキャリアの輸入価格が低減するケ

ース，(3) CCS 拡大ケースは，CCS 長期ロードマップ検討

会最終とりまとめで示された年間CO2貯留量の目標値の上

限である 2.4 億/t–CO2 まで CO2 を貯留可能としたケース，

(4) 革新技術拡大ケースでは，再エネ拡大，水素拡大，CCS

拡大が全て実現することを想定した． 

 

3.2 太陽光・風力発電の導入量上限 

 太陽光・風力発電の導入量上限を表 2 に示す．地上設置

型太陽光発電と陸上風力発電の導入量上限は，尾羽他 4)に

基づき，条例によって規制される区域を除外した場所に各

電源を設置する前提とした．なお，再エネ拡大ケースにお

いては，景観保全区域など規制している市町村の頻度が低

い区域における設置を一部認めるとした． 

屋根設置型太陽光発電については，尾羽他 4)に基づき，

全屋根面積のうち太陽光発電が設置される面積の比率であ

る設置係数を考慮して導入量上限を設定した．基準ケース

では実際の導入実績に基づく設置係数（建物の種類に応じ

て 7.9-38.8%），再エネ拡大ケースでは建物の緑化可能面積

の考え方に基づく設置係数(49.9%)を用いた．戸建住宅につ

いては，屋根の方角に応じて日射パターンのグレード分け

を行った． 

 営農型太陽光発電の導入量上限は，朝野他 5)を参考に，

2023 年時点の全農業経営体が電気主任技術者の選任不要

の範囲である 49.9 kW の太陽光発電設備を設置した場合の

設備容量とした．なお，再エネ拡大ケースでは，全農地に

設置可能とした． 

 洋上風力発電については，Obane et al. 6)に基づき，再エネ

海域利用法に基づく「促進区域」の指定要件を満たす海域

に設置する前提とした．基準ケースでは景観影響や系統接

続の制約を考慮し離岸距離 10—100km，再エネ拡大ケース

では離岸距離 0—370.4km の海域に設置可能とした．また，

設置する場所によって発電コストが大きく異なるため，水

深 4 パターン × 風速 3 パターン × 電力エリア 5 パター

ンの計 60 のグレード分けを行い，それぞれのグレードに

対して資本費と設備利用率，導入量上限を設定した（図 2）．  
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表 1 設定したシナリオ 
ケース 太陽光・風力発電の導入量上限 水素価格 CO2 貯留量 

再エネ拡大 (Case 1) 再エネ拡大 基準 低位(1.2 億 t/year) 
水素拡大 (Case 2) 基準 水素技術進展 低位(1.2 億 t/year) 
CCS 拡大 (Case 3) 基準 基準 高位(2.4 億 t/year) 

革新技術拡大 (Case 4) 再エネ拡大 水素技術進展 高位(2.4 億 t/year) 
 

表 2 太陽光・陸上風力発電の導入量上限 
  考え方 導入量上限[GW] 

屋根設置型太陽光 
（戸建住宅） 

基準 南・東西向き屋根に設置 146.3 
再エネ拡大 南・東西・北向き屋根に設置 194.4 

屋根設置型太陽光 
（戸建住宅以外） 

基準 全屋根面積のうち建物の種類に応じて 7.9%-38.8%の面積に設置 137.2 
再エネ拡大 全屋根面積のうち 49.9%の面積に太陽光発電を設置 280.4 

地上設置型太陽光 
基準 条例によって規制される全ての種類の区域を除外 52.3 

再エネ拡大 条例によって規制される区域のうち一部を除外 116.1 

陸上風力 
基準 条例によって規制される全ての種類の区域を除外 25.2 

再エネ拡大 条例によって規制される区域のうち一部を除外 35.3 

営農型太陽光 
基準 

全農業経営体（84 万経営体）が電気主任技術者の選任が不要の

範囲である 50kW の太陽光発電を設置する想定 
46.5 

再エネ拡大 全農地に設置可能 2,365 

※ 地上設置型太陽光と陸上風力については、既に森林に設置された設備等を含むため尾羽他 4)の値とは一致しない。 

 

 
図 2 洋上風力発電のグレード分け例 

（水深 4 パターン） 

3.3 輸入燃料費 

 本試算においては，化石燃料として原油，石油製品（7 種

類），LNG，一般炭，原料炭の輸入を考慮した．輸入価格の

想定は，貿易統計における CIF 価格に基づいた 2022 年度

の実績値を基準とし，IEA World Energy Outlook 2024 の Net 

Zero Emissions by 2050 シナリオにおける価格見通しの伸び

率を用いて推計した． 

 水素エネルギーキャリアについては，液化水素，メチル

シクロヘキサン(MCH)，アンモニア，合成メタン，合成液

体燃料を考慮した．輸入価格の想定は， IEA Future of 

Hydrogen および大槻・柴田 7)などの考え方を基に，国際サ

プライチェーンの各段階の費用を積み上げることによって

推計した（図 3）．水素（液化水素や MCH）については，

陸揚げ後の再変換費用までを前提条件として与え，陸揚げ

後のエネルギー単価はモデル内部で内生的に決定されるも

のとした．また，液化水素，MCH，アンモニアについては，

CCS 付き天然ガス改質からの製造を想定し，合成メタンと

合成液体燃料は水素電解水素と大気由来CO2からの製造を

想定した． 

 

※ 輸入費用のうち輸出港と再変換はモデル内におけるエ

ネルギー単価を基に内生的に決定される 
図 3 水素エネルギーキャリアの輸入費用 

（2050 年・基準ケース） 

 

3.4 太陽光・風力発電の資本費 

 太陽光発電と風力発電の資本費は，2024 年度の発電コス

ト検証 WG に準じて設定した．営農型太陽光発電の資本費

は，事業者へのヒアリングに基づいて，地上設置型太陽光

発電の資本費より 2 万円/kW 高い想定とした．また，洋上

風力発電は水深 0 – 60 m で着床式風車，水深 60 m 以深で

浮体式風車を設置する前提とし，NREL を参考に，水深 0 – 

30 m で 41.6 万円/kW, 水深 30 – 60 m で 53.7 万円/kW, 水深

60 – 100 mで 80.6 万円/kW, 水深 100 – 200 mで 89.1 万円，

200 m 以深で 102 万円/ kW と想定した． 

 

3.5 エネルギーサービス需要 

2050 年までのサービス需要は，1 人あたりの GDP の予

測などに基づき，回帰的に推計を行った．例えば，鉄鋼生

産を一例として取り上げると，産業 GDP を説明変数とし

て，将来までの鉄鋼生産量の予測を行った．表 3 に代表的

なサービス需要の推計結果を示す．なお，表中の GDP と人
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口，世帯数は主なサービス需要を回帰予測するための説明

変数であり，参考として示している．データセンターおよ

び半導体工場の電力需要は，間瀬他 8)をもとに 2040 年で計 

100TWh, 2050 年で計 214TWh 増加と想定した． 

 

表 3 主なサービス需要・マクロ前提条件の想定 

 単位 2022 2040 2050 

鉄鋼生産量 万 t 8,784 7,834 7,349 

エチレン 

生産量 
万 t 548 545 534 

セメント 

生産量 
万 t 5,148 4,883 4,815 

紙生産量 万 t 3,083 2,821 2,775 

旅客自動車 

輸送量 
億人・km 7,670 6,959 6,668 

トラック 

輸送量 
億 t・km 2,284 2,172 2,050 

実質 GDP 

(2015 年 

基準) 

兆円 554 737 857 

人口 万人 12,435 11,627 11,070  

世帯数 万世帯 6,027 6,055 5,820 

 

4. 結果 

4.1 発電電力量 

各シナリオにおける 2040 年および 2050 年の発電電力量

を図 4 に示す．図中の赤数字は全発電電力量に対する再生

可能エネルギーによる発電電力量の比率を示しており，

2040 年で 41% – 55%, 2050 年で 48% – 63%とシナリオ毎で

大きく異なる結果が示された． 

Case 1 再エネ拡大ケースでは，全農地に営農型太陽光発

電を設置可能とする前提としているため，太陽光発電の発

電電力量の割合が他ケースと比較して多くなっている．

Case 2 水素拡大ケースにおいては，水素キャリアの輸入価

格を低く設定しているため，洋上風力発電の代わりに，ア

ンモニア火力の発電電力量が増大している．また，Case 3 

CCS 拡大ケースにおいては，CO2 貯留量を増大させている

ため，CCS 付き LNG ガス火力による発電電力量が増大し

ている． 

発電電力量は，いずれのシナリオにおいても 2040 年か

ら 2050 年にかけて大幅に上昇している．これはデータセ

ンターや半導体工場の電力需要の増加に加えて，エネルギ

ー需要部門の電化や CO2 を回収する DAC の消費電力が増

加したためである． 

 

 

図 4 発電電力量[TWh] 

 

4.2 一次エネルギー供給 

各シナリオにおける 2040 年および 2050 年の一次エネル

ギー供給を図 5 に示す．その結果，2022 年の一次エネルギ

ー供給量 392 Mtoe に対して，2040 年の同供給量は 320 ~ 

340 Mtoe となり，約 2 割程度減少する結果が示された． 

全一次エネルギー供給のうち化石燃料が占める割合は，

2022 年が 87%であったのに対し，2040 年では石炭火力発

電の発電電力量が減少したため，同割合は 57 – 64%と減少

した．なお，LNG ガス火力発電用の天然ガスや，自動車や

船舶用などの石油製品の供給は残る結果となった． 

2050 年では，水素エネルギーキャリアや再生可能エネル

ギーの比率が増大したことによって，同割合は 20%前後に

まで大きく減少する結果となった． 

 

 

図 5 一次エネルギー供給[Mtoe] 

 

4.3 部門別 CO2排出量 

各シナリオにおける 2040 年および 2050 年の部門別 CO2

排出量を図 6 に示す．その結果，2040 年ではいずれのシナ

リオにおいても，産業部門や運輸部門などにおいて CO2 が

排出される結果が示された．また，2050 年では，電化が困
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難な産業部門の高熱源用の化石燃料消費によるCO2排出量

などが残り，残った分はバイオマス発電と CO2 回収・貯留

技術の組み合わせである BECCS (Bioenergy with carbon 

capture and storage)や，二酸化炭素の大気直接回収・貯留技

術である DAC (Direct air capture)によってオフセットされ

る結果が示された．  

 

 

図 6 部門別 CO2 排出量[Mt-CO2] 

 

5. 政策示唆 

本試算では，太陽光発電と風力発電の立地制約や大量導

入に伴う立地場所の変化を考慮した上で，技術選択モデル

を用いることによって長期エネルギー需給シナリオを示し

た．その結果，中長期においては電力需要の増大が見込ま

れる中で，太陽光発電や風力発電の大量導入に伴うエネル

ギーシステム全体への費用が増加することを踏まえると，

再生可能エネルギーだけでなく原子力発電や CCS 付の

LNG ガス火力発電，アンモニア発電などといった，多様な

電源を活用することが重要であることが示唆される．なお，

エネルギーシステム全体のコストが最小となる電源構成は，

CO2 貯留可能量や水素エネルギーキャリアの輸入燃料費な

どによって大きく変わることには留意が必要である．例え

ば，CO2貯留可能量の下限は 1.2 億 t–CO2/年としているが，

仮に実際の CO2 貯留可能量が 1.2 億 t–CO2 よりも下回る場

合には，CCS 付 LNG ガス火力発電の代わりに再生可能エ

ネルギーなどの代わりの電源で電力を賄う必要性が生じる．  

そのため，各種技術の進展度合いや将来における水素エ

ネルギーキャリアの費用などの不確実性が大きいことを踏

まえると，現時点では多様な技術の開発を追求し，バラン

スのとれたエネルギーミックスを目指すことが望まれる． 
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